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社会福祉法人津市社会福祉協議会広告掲載要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、社会福祉法人津市社会福祉協議会（以下「本会」という。）におけ

る広報誌等を広告媒体として活用し、民間企業等の広告を掲載することに関して、必要

な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「広告媒体」とは、次に掲げるものをいう。 

（１）本会が発行する広報紙 

（２）本会のホームページ 

（３）その他会長が別に定めるもの 

２ この要綱において「広告掲載」とは、広告媒体に民間企業等の広告を掲載することを 

いう。 

（広告掲載基準） 

第３条 次の各号のいずれかに該当するものは、広告掲載をしないものとする。 

（１）法令等に違反するもの又は違反行為を助長するおそれがあるもの 

（２）公序良俗に反するもの又はそのおそれがあるもの 

（３）人権侵害となるもの又はそのおそれがあるもの 

（４）政治性または宗教性のあるもの 

（５）社会問題についての主義主張にあたるもの 

（６）個人の名刺広告 

（７）国、地方公共団体その他公共の機関が、当該広告掲載の内容を推奨しているかのよ

うな誤解を与えるおそれがあるもの 

（８）消費者保護の観点から有害であるもの又はそのおそれがあるもの 

（９）社会的批判を招くおそれのあるもの 

（１０）広告の内容が明確でないもの 

（１１）教育的または健康的な配慮が必要なもの 

（１２）青少年の保護及び健全育成の観点から有害であるもの又はそのおそれがあるもの 

（１３）第三者の財産権、プライバシー等を侵害するおそれのあるもの 

（１４）第三者をひぼうし、中傷し、もしくは排斥するもの又はそのおそれがあるもの 

（１５）本会の広告事業の円滑な運営に支障をきたすもの 

（１６）その他会長が広告掲載することが適当でないと認めるもの 

２ 次の各号のいずれかに該当する業種または事業者に係る広告は掲載しないものとす

る。 

（１）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号） 

に基づく風俗営業、その他風俗営業に類似したもの 
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（２）消費者金融に係るもの 

（３）たばこに係るもの 

（４）賭博及び富くじ（公営競技及び公営くじを除く。）に係るもの 

（５）法律の定めのない医療類似行為を行うもの 

（６）民事再生法（平成１１年法律第２２５号）または会社更生法（平成１４年法律第 

  １５４号）による再生・更生手続中のもの 

（７）地方公共団体から指名停止措置を受けているもの 

（８）本会が運営する訪問介護事業、通所介護事業、障がい者相談支援事業、障がい者居

宅介護等事業、居宅介護支援事業、地域包括支援センター事業及び要介護認定調査事

業と同様の事業を実施する事業者とみなされるもの 

（９）その他、会長が広告掲載することが適当でないと認めるもの 

３ 広告掲載中に第１項各号及び前項各号のいずれかに該当することとなった場合の取扱

いについては、当該広告媒体ごとに会長の決裁を受けて別に定める。 

（広告の募集等） 

第４条 次に掲げる事項については、当該広告媒体ごとに会長の決裁を受けて別に定め

る。 

（１）広告の規格、広告掲載位置及び広告掲載期間 

（２）広告掲載料金 

（３）広告の募集方法 

（４）広告の選定方法 

（５）その他広告掲載を行うにあたり必要な事項 

（委員会の設置） 

第５条 広告掲載する広告の公正を図るため、広告掲載審査委員会（以下「委員会」とい

う。）を置く。 

２ 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

（１）新規の広告媒体の決定に関すること。 

（２）広告内容等の審査に関すること。 

（３）その他広告掲載に関すること。 

（委員の構成等） 

第６条 委員会は、委員長、副委員長及び委員で構成する。 

２ 委員長には常務理事を、副委員長には事務局長をもって充てる。 

３ 委員には、事務局次長、各課長をもって充てる。 

４ 委員長は、会務を総理する。 

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

６ 委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 
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７ 委員会は、委員の半数以上が出席しなければ、会議を開くことができない。 

８ 委員会は、必要があると認めるときは、関係職員に対し、会議に出席を求めてその意

見または説明を求めることができる。 

９ 委員会の庶務は、広告掲載する広告媒体を所管する課において処理する。 

（委任） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、広告掲載の実施に関し必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

 この要綱は、平成２３年９月２２日より施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年４月１日より施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年４月１日より施行する。 

 

 


